
様式第１号（第５条関係） 

 

伊予市住宅用新エネルギー設備導入事業費補助金交付申請書 

 

  年  月  日 

伊予市長 様 

住  所  

氏  名        

電話番号 

 

伊予市住宅用新エネルギー設備導入事業費補助金の交付を受けたいので、下記のと

おり申請します。 

記 

１ 導入場所 伊予市 

２ 導入設備 □住宅用リチウムイオン蓄電池システム 

       □電気自動車等充給電設備（V２H） 

       □家庭用燃料電池システム 

３ 完了年月日        年   月   日 

４ 事業費の内訳 

５ 手続代行者 

６ 添付書類 

⑴ 設備概要書（その２） 

⑵ 領収内訳書（その３） 

⑶ 設備設置費に係る領収関係の写し（領収書及び内訳明細書） 

⑷ 設備設置費に係る売買契約書の写し 

⑸ 設備設置場所付近の詳細な地図 

⑹ 機器仕様書の写し 

⑺ 設備設置状態を示す写真及び設置機器本体の銘板写真（蓄電池等の場合は、太

陽光発電設備設置状況を含む。） 

⑻ 市税等の滞納がないことを示す証明書（３か月以内に交付されたもの） 

⑼ 住民票（３か月以内に交付されたもの） 

⑽ 電力会社との電力受給契約書又は電力系統連系に関する覚書（家庭用燃料電池

システムのみ）の写し 

⑾ 設置機器保証書の写し 

⑿ その他市長が必要と認める書類 

補助対象経費 
内  訳 

市補助金 自己資金 

         円          円          円 

住  所  

会 社 名 

（担当者氏名） 
 

電話番号・ＦＡＸ  



様式第１号（その２）（第５条関係） 

 

設備概要書 

 

設備 概要 

住宅用リチウム

イオン蓄電池シ

ステム 

メーカー名  

システム型

式名 
 

製造番号  

蓄電容量 ｋｗｈ 

定格出力 ｗ 

電気自動車等充

給電設備（Ｖ２

Ｈ） 

メーカー名  

システム型

式名 
 

製造番号  

家庭用燃料電池

システム 

メーカー名  

燃料電池ユ

ニット 

品名番号 
 

製造番号 
 

発電出力 ｋｗ 

貯湯ユニッ

ト 

品名番号 
 

製造番号 
 

貯湯容量 リットル 

 

 

 

 

 



様式第１号（その３）（第５条関係） 

 

領収内訳書 

 

 □住宅用リチウムイオン蓄電池システム 

 □電気自動車等充給電設備（Ｖ２Ｈ） 

項目 金額（税込） 備考 

①本体機器費 

（蓄電池：蓄電池部、電力変換装置） 

 

 
 

②付属機器費 

（蓄電池：計測、表示装置、キュービクル等） 

（Ｖ２Ｈ：充電コネクター、ケーブル等） 

 

 
 

③設置工事費  
工事費明細書を

添付すること。 

④補助対象経費合計 
 

 
①～③の合計 

⑤その他経費 

（補助対象外） 

 

 
 

⑥合計 
 

 
領収書記載金額 

 

 □家庭用燃料電池システム 

項目 金額（税込） 備考 

①燃料電池ユニット 
 

 
 

②貯湯ユニット 
 

 
 

③設置工事費 
 

 

工事費明細書を

添付すること。 

④補助対象経費合計 
 

 
①～③の合計 

⑤その他経費 

（補助対象外） 

 

 
 

⑥合計 
 

 
領収書記載金額 

 

 

      領収書発行者     所 在 地 

                 名  称 

                 代表者名 

 

 

 



様式第２号（第７条関係） 

 

伊予市住宅用新エネルギー設備導入事業費補助金交付決定通知書 

 

                            伊予市指令第  号 

                              年  月  日 

 

 

           様 

 

 

                       伊予市長       印 

 

 

     年  月  日付で申請のあった伊予市住宅用新エネルギー設備導入

事業費補助金について、下記のとおり決定したので通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 交付決定額      金         円 

 

２ 交付条件 

 ⑴ 補助事業者は、伊予市補助金等交付規則（令和３年伊予市規則第９号）、伊予市

住宅用新エネルギー設備導入事業費補助金交付要綱（令和４年伊予市告示第27号）

の定めるところに従わなければならないこと。 

 ⑵ 交付条件に違反したときは、補助金の交付を取り消し、若しくは変更し、又は

既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができること。 

 ⑶ 市長が必要があると認めるときは、設備設置状況等について報告を求め、又は

現地調査を行うことがあること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第８条関係） 

 

伊予市住宅用新エネルギー設備導入事業費補助金交付請求書 

 

  年  月  日 

 

 伊予市長 様 

 

  住  所         

                     氏  名         

                     電話番号         

 

   年  月  日付け伊予市指令第  号で補助金の交付決定通知を受けた伊

予市住宅用新エネルギー設備導入事業費補助金について、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 補助金請求額      金        円 

 

２ 補助金振込口座 

 

 

金融機関名 

 

         銀  行       本 店 

         信用金庫       支 店 

        （    ）     （   ） 

預 金 種 別 (1)普通(総合を含む。) (2)当座  (3)その他(       ) 

 

口 座 番 号 

        

 

 

口座名義人 

 

フリガナ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏  名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号（第９条関係） 

 

伊予市住宅用新エネルギー設備処分承認申請書 

  

  年  月  日 

 

 伊予市長 様 

 

  住  所         

                     氏  名         

                     電話番号         

 

   年  月  日付け伊予市指令第  号で補助金交付の決定を受け設置した

住宅用新エネルギー設備について、下記のとおり財産処分の承認を申請します。 

 

記 

 

１ 設置場所      伊予市                    

 

２ 処分の方法     売却・譲渡・交換・貸与・担保・廃棄・その他 

（該当するものに○）  ※その他の場合は、具体的に記入してください。 

 

                                   

 

３ 処分の時期           年  月  日 

 

４ 処分の理由     

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※処分の理由は詳細に記載すること。また、必要により関係書類を添付すること。 


